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① 国土の長期展望

最終とりまとめ（令和３年６月）





【Ⅰ. ローカル】
地域で安心して暮らし続けることを可能とし、地方への人の流れも生み出す多彩な地域生活圏の形成

・多様な暮らし方・生き方を可能とする多彩な都市・地域の必要性
・首都直下地震の切迫やコロナ禍で再認識した東京一極集中の課題
・脱炭素化に向けた再生可能エネルギーの有効活用
・デジタル世界の到来がもたらす地方にとってのアドバンテージ

【地域生活圏での取組】
「デジタルとリアルが融合する地域生活圏の形成」

・デジタル技術の暮らしへの実装による活性化・利便性向上（デジタル化、リアルの充実、「デジタル×リアル」の推進）

・圏域内の構造は持続可能な「コンパクト＋ネットワーク」
・人口規模や地域特性に応じた柔軟で多様な圏域づくり 等

地方にとって再生の好機

住民の暮らし・行動の範囲である「地域生活圏」に着目

地域生活圏形成の前提条件
・我が国全体でのDXの推進 ・デジタルとリアルを使いこなす住民のリテラシー向上
・地域全体での構造転換への果敢な取組 ・圏域維持のためには国等による積極的支援も必要

【地域生活圏の範囲の目安】
「人口30万人前後で、時間距離で1時間前後の範囲」➟「人口10万人前後で、時間距離で1～1.5時間前後の範囲」
（都市的機能をリアルにフルセットで提供することを前提） (都市的機能の一部はデジタルで提供可能)

大多数の国民を地域生活圏に包含することが可能に

地域で安心して暮らし続けることが可能
地方に人の流れを生み出す多彩な地域の形成

基本的考え方



【Ⅱ. グローバル】
国際競争力の向上に向けた産業基盤の構造転換と大都市のリノベーション

●イノベーション創出や付加価値の高い製品・産業の創出、生産性向上（交流を促す都市（ｳｫｰｶﾌﾞﾙ都市等）の形成 等）

●重要分野への重点的取り組み（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ分野、ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ・環境分野、ﾊﾞｲｵ 等）

●地域発のグローバル産業の育成（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾆｯﾁ分野を支える基礎研究強化、農林水産物等の生産性向上・高付加価値化 等）

●多様な人材の活躍促進（ｱｸﾃｨﾌﾞｼﾆｱや女性等の更なる労働参加の促進 等）

大都市のリノベーション

●デジタル化の徹底等による労働生産性の向上
●知識集約型の高付加価値なビジネス集積地としての機能の強化(ｱｼﾞｱのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｾﾝﾀｰとして海外からの企業や人材の取込 等）

●グローバルビジネスに対応した環境・機能の充実（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材の育成、規制合理化、居住環境の充実 等）

スーパー・メガリージョンによる新たな価値の創出

●三大都市圏の強みの融合によるシナジー効果の最大化（結節機能強化や広域連携により効果を全国に波及）

●リニア中間駅周辺等の活用（新たな産業立地やﾃﾚﾜｰｸを前提とした新たなﾗｲﾌｽﾀｲﾙの居住地としての活用）

課題・背景

✓人口減少に伴う深刻な活力低下の危惧
✓進展するアジアダイナミズム等に対応した我が国全体の「稼ぐ力」の必要性
✓日本経済を牽引することが期待されながら成長率が低迷する東京等の大都市の再生
✓リニア中央新幹線開業による都市圏間の時間距離の短縮

新時代に対応した産業構造への転換



【Ⅲ. ネットワーク】
情報通信・交通ネットワークの充実・強化

課題・背景

情報通信網の整備

✓ｺﾛﾅ禍でﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の遅れを様々な場面で認識 ✓ﾃﾚﾜｰｸやｵﾝﾗｲﾝ授業等の普及
✓ﾊｰﾄﾞ面に比べ、行政ｻｰﾋﾞｽや教育、産業等のｿﾌﾄ面におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術の活用の遅れが顕著 等

①デジタル世界の交流の基盤である「情報通信ネットワーク」の強化

●光ﾌｧｲﾊﾞの未整備地域や通信容量増加への対応 ●住居等の建物への｢ﾗｽﾄﾜﾝﾏｲﾙ｣の解消に向けたﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ基盤の利用促進 等

●行政・民間双方におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の推進 ●教育の場等の様々な機会を通じた幅広い世代でのITﾘﾃﾗｼｰの向上 等

情報通信網の活用

課題・背景

環境、防災、老朽化等への対応

②リアル世界の交流の基盤である「交通ネットワーク」の充実

✓地方部の鉄道や路線ﾊﾞｽにおける輸送人員の減少 ✓ｱｼﾞｱのｹﾞｰﾄｳｪｲの役割を担うことの重要性
✓自動車を中心とした運輸部門でのCO2の排出削減 ✓災害や施設の老朽化への対応の必要性 等

ローカル、グローバルの各段階における交通ネットワークの充実

●地域生活圏内の移動手段の充実（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を活用した柔軟なﾙｰﾄ設定等）
●地域間を結ぶ交通の充実（ﾐｯｼﾝｸﾞﾘﾝｸや暫定2車線区間の解消等） 等

●各交通ﾓｰﾄﾞでのｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ施策の推進 ●鉄道・船舶等へのﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄの推進 ●施設の耐災性向上やﾘﾀﾞﾝﾀﾞﾝｼｰの確保
●予防保全型のﾒﾝﾃﾅﾝｽ強化・機能の高度化 ●持続可能な形で更新･充実等を図る仕組みの検討 等



【Ⅲ. ネットワーク】
土地・自然・社会との “つながり”

課題・背景

｢国土の管理構想｣等による取組推進

③人口減少に応じた｢国土の適正管理｣の推進

課題・背景

④防災・減災、国土強靱化による｢安全・安心な国土｣の実現

防災・減災、国土強靱化等の取組推進

●国土管理の指針となる「国土の管理構想」の策定
●国・都道府県・市町村・地域集落の各ﾚﾍﾞﾙにおける国土の適正管理の取組推進
●住民自らが地域の課題を把握し、土地等の管理の在り方を検討する「地域管理構想」の策定 等

✓土地需要の減少により土地の適正な管理が課題となる時代へ（個別法制等では対応できない課題の増加）
✓特に中山間地域では担い手不足により農地・森林等が管理不全に陥る可能性
✓管理不全に伴う周辺地域や国全体への悪影響 等

✓全人口の約7割が災害リスクの高いｴﾘｱに居住
✓気象災害の激甚化・頻発化、巨大地震発生の切迫 ✓ｺﾛﾅ禍での災害などの複合ﾘｽｸへの懸念 等

●防災・減災を考慮することが当たり前となる社会の実現 ●｢5か年加速化対策｣による防災・減災、国土強靱化の推進
●流域全体で治水対策に取り組む「流域治水」の推進

（①堤防整備や上流域の森林整備・治水対策 ②土地利用規制によるﾘｽｸの低い地域への誘導 等）
●事業継続計画等の防災対策や事前復興の取組の促進
●複合ﾘｽｸも念頭においた国土づくり
●東日本大震災からの復興・創生とその教訓を生かした今後の災害対策・地域づくり 等



課題・背景

カーボンニュートラル等の取組推進

課題・背景

自由度の高い社会の実現

｢共生社会｣を支える多様な人材の確保・育成

【Ⅲ. ネットワーク】
土地・自然・社会との “つながり”

⑤「2050年カーボンニュートラルの実現」に資する国土構造の構築

⑥真の豊かさの実現に向けた「共生社会」の構築

✓「2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ」の宣言 ✓再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入促進が喫緊の課題 ✓再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰのﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの地域間格差 等

●｢ｸﾞﾘｰﾝ成長戦略｣の取組の推進 ●ｴﾈﾙｷﾞｰの地産地消に向けた地域生活圏等における分散型ｴﾈﾙｷﾞｰの形成
●再ｴﾈﾎﾟﾃﾝｼｬﾙに応じた居住や産業立地のあり方など、脱炭素化に資する国土構造の検討
●営農型太陽光発電や木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電などの導入 ●森林の適切な整備・保全等による炭素の吸収・固定
●ｸﾞﾘｰﾝｲﾝﾌﾗの活用、ECO-DRRの推進や、ESG投資などの環境要素を考慮した投資の拡大

✓個々人の価値観を尊重しつつ支え合い、共感し合う「共生社会」の構築が肝要

多様な主体による取組の推進

●ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰやﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの推進 ●外国人等が魅力を感じる地域づくり ●小中学生等の次の担い手世代の共生意識の醸成
●地域住民のいのちと暮らしを守る人材の育成 ●IT人材の確保、住民のITﾘﾃﾗｼｰの向上 等

✓ﾃﾚﾜｰｸ・副業等を可能とする雇用環境の見直し ✓二地域居住等を容易にする社会制度の実現
✓利便性の高い交通ﾈｯﾄﾜｰｸの構築 等

●関係人口やNPO等多様な主体による共助の取組推進 ●関係人口の増加に資する｢人｣｢場｣｢仕組み｣に着目した取組推進 等



②都市計画基本問題小委員会





今後の議論のテーマ ※第18回都市計画基本問題小委員会(R4.6.29)資料



論点１．広域的な観点からの土地利用の最適化

○ 隣接する都市計画区域の境界付近の郊外部等、土地利用規制の強弱が混在・隣接
しうるエリアにおいて、広域的な観点から最適な土地利用をどのように実現するか。

－ 都市のコンパクト化を進める中で、

✓ 郊外部＝・ 集約エリア外の土地利用の方向性について、どのような要素を考慮
し、どう考えるべきか
・ 非線引き区域・市街化調整区域等を念頭に、きめ細かく計画的に
開発をコントロールするための手法としてどのようなものがありうるか

✓ 中心部＝都市機能や居住の誘引力を高めるため、どのような取組が必要か

－ 土地利用規制を行う地方公共団体（都市計画部局のほか、関係部局も含む）、
開発を行う事業者、住宅の購入者、土地の所有者等の関係者にはどのようなイン
センティブが働いているか

【検討・分析の視点】

など

－ ある地方公共団体における土地利用規制等が他の地方公共団体に影響を及ぼす
（及ぼすおそれがある）場合等に、どのように調整すべきか
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論点２．都市構造の「軸」と「拠点」
（コンパクト・プラス・ネットワーク）の高質化

○ 都市構造の骨格をなす「軸」＝公共交通の利便性・持続可能性と、「拠点」＝都市機能
誘導区域の誘引力を高め、「コンパクト・プラス・ネットワーク」をより高質で実効性の高い
取組とするためにはどのような方策が必要か。

－ 厳しい環境にある公共交通の経営判断と、中長期的観点で講じられるまちづくり
政策との時間軸のギャップをどのように埋めるか

【検討・分析の視点】

－ まちづくりと公共交通との連携を実質的なものとするためには、まちづくり側と
公共交通側のそれぞれにおいて、どのような視点で、どのような取組が必要か

＜公共交通＞

など

－ 求められる都市機能に対応して、どのような種類・規模の施設を誘導すべきか

＜都市機能誘導区域＞

－ 多極ネットワーク型コンパクトシティを目指す中で、まちの中心的な拠点以外に、
どのような地域にどのような都市機能の集積が求められるか

－ 各拠点に都市機能・施設を強力に誘導するため、どのような取組が必要か
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論点３．都市アセットの管理・運営・活用による
サステイナブルなまちづくり

○ 既存の都市空間を自律的・継続的に管理・運営・活用することにより、人口減少社会
に対応したサステイナブルなまちづくりを実現するためには、どのような方策が必要か。

【検討・分析の視点】

－ エリアマネジメント活動のリソース・採算性を確保し、プレーヤーを惹き付ける観点から、
以下のような点でまちづくり団体等の活動の領域を広げることができないか

✓ 公共空間等の柔軟な利活用、収益事業の実施

✓ 地域内の官民データの収集・共有・活用

（例）

－ 上記のような活動を円滑に行うためには、地域の関係者間でどのような合意・ルール
の枠組みが必要か。また、その枠組みに基づいてどのような権限が与えられるべきか。

－ 市民ニーズに適確に応え、魅力ある市街地を形成・再生する観点から、市街地整備
事業について、

✓ 事業終了後の施設運営・エリアマネジメントとの一貫性・連続性をどのように
確保するか

✓ 社会情勢の変化を踏まえ、事業の目的である「公共性」を柔軟に捉えることが
できないか

＜都市アセットのリニューアル＞

＜民間活力による都市アセットの活用＞
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論点４．変化に柔軟に対応できるアジャイルなまちづくり

○ 市民ニーズの多様化・加速的変化に対応したアジャイルなまちづくりを可能とするため
には、どのような取組が必要か。

【検討・分析の視点】

－ 空間を柔軟に活用する社会実験的な取組の障壁となるものは何か。どのように
クリアすべきか。

－ 市民ニーズのリアルタイムでの把握・反映のためには、どのようなデータ取得・
活用環境が必要か

－ 既存の施設等について、空間活用ニーズの変化に応じ、当初の想定と異なる用途へ
の活用・転用等を推進するため、どのような取組が必要か

－ 都市計画や施設整備の事業の計画段階で、将来的な空間活用ニーズの変化を
あらかじめ取り込む余地がないか

など
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今後の進め方

・ 事務局より、今後ご議論いただく論点（案）の提示

・ 論点（案）、今後の検討の視点、収集すべき資料・データ等について委員間討議

○ 第１８回 Ｒ４．６．２９（本日）

など

・ 第１８回における委員のご意見も踏まえ、論点１～４について順次各論を議論

○ 第１９回～ （Ｒ４年夏～年末頃）

（概ね１ヶ月に１回程度の頻度で、３～４回程度開催）

○ 令和５年初頃

・ 中間取りまとめ（素案）提示、委員間討議

○ 令和５年２～３月頃

・ 中間取りまとめ
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③その他 関連方針等



③-1 デジタル化の急速な進展やニューノーマルに
対応した都市政策のあり方検討会







令和3年4月6日



③-2 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ田園都市国家構想基本方針
閣議決定（令和４年６月）



デジタルは地方の社会課題を解決するための鍵であり、新しい価値を生み出す源泉。今こそデジタル田園都市国家
構想の旗を掲げ、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地方におけるデジタルトランスフォーメーション
（DX）を積極的に推進

解決すべき地方の社会課題
○人口減少・少子高齢化 ○過疎化・東京圏への一極集中 ○地域産業の空洞化

デジタルの力を活用した地方の社会課題解決
①地方に仕事をつくる

スタートアップ・エコシステムの確立、中小・中堅企業DX、スマート農林水産業、観光DX 等
②人の流れをつくる

｢転職なき移住｣の推進、オンライン関係人口の創出・拡大、二地域居住等の推進、サテライトキャンパス等
③結婚・出産・子育ての希望をかなえる

母子オンライン相談、母子健康手帳アプリ、子どもの見守り支援等
④魅力的な地域をつくる

教育DX、遠隔医療、ドローン物流、自動運転、MaaS、インフラ分野のDX、3D都市モデル整備・活用 等
⑤地域の特色を活かした分野横断的な支援

デジタル田園都市国家構想交付金による支援、スマートシティ関連施策の支援 等

デジタル実装を通じて、地域の社会課題解決・魅力向上の取組を、より高度・効率的に推進

基本的な考え方～「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指して～



構想実現に向けた地域ビジョンの提示



構想実現に向けた今後の進め方


